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　６年度の決算規模は、歳入・歳出ともに前年
度と同水準で、実質収支は70億円の黒字とな
りました。

歳 入 総額 8,256億円
　前年度に比べて１億円（0.0％）減少しました。
　これは、好調な企業業績などにより県税収
入が158億円（5.8％）増加し、過去最高となっ
た一方、新型コロナウイルス感染症等対応
経費などの減により、国庫支出金が210億円

（17.9%）減少したことなどによるものです。

歳 出 総額 8,086億円
　前年度に比べて９億円（0.1％）減少しました。
　これは、社会保障関係経費が45億円（4.0％）
増加したことや、定年引き上げに伴う退職手当
の増や給与改定に伴う増により人件費が169
億円（8.4％）増加した一方、新型コロナウイル
ス感染症等対応経費が224億円（88.9％）減少
したことなどによるものです。

県 債 残 高
　県の借金である県債残高は、１兆2,177億円
となり、前年度に比べて377億円（3.0％）減少
しました（３年連続で減少）。　

積 立 基 金 残 高
　県が自由に使える貯金に当たる積立基金（財
政調整基金）の基金残高は833億円となり、前
年度に比べて88億円（9.5％）減少しました。
　このうち７年度当初予算の財源として442億

円を取り崩した他、その後の補正予算により
積み立てや取り崩しを行っており、９月補正
後の７年度末残高見込みは424億円となって
います。
　しかし８年度以降の地方交付税の減額精
算に備えた積み立て分を除くと、残高見込み
は317億円となり、大規模な災害が起きた場
合などの備えとしてはまだ十分とは言えな
いため、引き続き基金残高の確保に努めてい
く必要があります。

６年度 ５年度 前年度比 (%)
歳入総額 A 8,256 8,257   △ 0.0
歳出総額 B 8,086 8,095 △ 0.1
歳入歳出差引　C ＝ A － B 170 162 4.9
翌年度に支払うことが
決まっているもの　D 99  69 43.7
実質収支　Ｅ = Ｃ－Ｄ 70 93 △ 24.7

国へ返還予定のコロナ関連
国庫支出金除き 70 65 7.7

積立基金残高 833 920 △ 9.5
県債残高 12,177 12,554 △ 3.0

臨時財政対策債  5,071 5,346 △ 5.1
臨時財政対策債
以外の県債 7,105 7,207 △ 1.4

地方消費税 … 
清　算　金
地方譲与税 …

国庫支出金 …
臨 時 財 政 …
対 策 債
地方交付税 …

最終消費地に地方消費税の税収を帰属させ
るため、都道府県の間で清算を行うもの
国税として集められ、国から県に譲渡さ
れるお金
使い道を決めて、国から支払われるお金
地方交付税の不足分の一部を、いったん県で
借金をして賄っておくために発行する県債
いったん国が税として集め、その一定割
合が地方公共団体に配分されるお金

義務的経費 …
投資的経費 …
扶　助　費 …
　
公　債　費 …

補助費など …

任意に削減することが困難な経費
将来にわたり使用される施設などの建設費
生活保護費や児童手当など、住民福祉
を支えるための経費
これまでに借り入れた県債の返済金と利子

負担金、補助金など、県から市町村や    
民間に対して交付される経費

決算の概要 （単位：億円）

歳入入総額 8,256 億円 歳出出総額 8,086 億円

※表示単位未満を四捨五入しているため、前年度比が一致しないものがあります

【推計の考え方】…税収の水準や制度、県の判断で決定できる歳出（裁量的経費）の規模などが現在の水準で推移した
ものと仮定して推計

　少子高齢化に伴う社会保障関係経費の増加など、地方財政を巡る環境は厳しさ
を増しています。こうした中、県では、中・長期的な視点を持ち、持続可能な財
政運営を行っていく必要があります。
　そのため、現在の状態が継続した場合に、今後の県の財政がどうなるのかを推
計しました。

※詳しくはHPからご覧ください

令和６年度　群馬県の決算をお知らせします
問い合わせ先  県庁財政課
☎027-226-2098

中 期 財 政 見 通 し

一般会計決算
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11年度以降の県債残高は 見込み増加に転じる

群 馬 県 中 期 財 政 見 通 し

［財源不足の推計］

［積立基金の残高の推 移 ］

［ 県 債 残 高 の 推 移 ］

10年度には
枯渇してしまう恐れ

▲319▲335
▲292▲270

社会保障関係経費増加によって
今後も大幅な財源不足が見込まれる

歳出
8,086億円
(100.0%)

歳入
8,256億円
(100.0%)

投資的経費
1,109億円
(13.7%)

義務的経費
3,485億円
(43.1%)

自主財源
4,669億円
(56.6%)

依存財源
3,587億円
(43.4%)

その他経費
3,493億円
(43.2%)

※端数処理の関係で、合計と一致しない場合があります

普通建設事業費
1,099億円(13.6%)災害復旧事業費

10億円(0.1%)

公債費
951億円(11.8%)

扶助費
356億円(4.4%)

県庁職員などの人件費
364億円(4.5%)

警察官などの人件費
356億円(4.4%)

教員などの人件費
1,459億円(18.0%)

その他
759億円
（9.4%）

県税
2,883億円
(34.9%)

地方交付税
1,573億円
(19.1%)

地方消費税清算金
1,032億円(12.5%)
使用料および手数料
115億円(1.4%)

繰越金その他
342億円(4.2%)

地方譲与税その他
524億円(6.3%)

国庫支出金
958億円
(11.6%)

県債
532億円
（6.4%）

うち、臨時財政対策債
46億円(0.6%)

繰入金
297億円(3.6%)

補助費など
2,734億円
(33.8%)

　社会保障関係経費の増加などにより、８年度以降も大幅な財源不足が見込まれ
ます。今後、財源不足解消のために積立基金を取り崩した場合、残高は枯渇し、大
規模な災害が起きた場合などに対応しきれなくなります。

　積立基金の残高は、６年度末は833億円を確保できました。しかし、財源不足
解消のために取り崩しを続けた場合、10年度には基金残高が枯渇してしまう恐
れがあります。

　今回の推計では、前回推計より残高が増加していく見込みです。これは、県有施
設の長寿命化に必要な経費などの増加や、10年度以降、財源対策的な県債発行が
必要になることを見込んでいるためです。　

　国際情勢の変化や経済の先行きの不透明さに加え、社会保障関係経費の増加や物価上
昇により、引き続き厳しい財政環境が予想されます。このため、限られた資源で最大限の
効果を上げる「ワイズスペンディング」を徹底した事務事業の見直しや、自ら「稼ぐ」施策、
デジタル化による業務効率化により、引き続き行財政改革に取り組む必要があります。

■  今 後 の 対 応

■  今 後 の 財 源 不 足 の 推 計

■  県 債 残 高 の 推 移

■  積 立 基 金 の 残 高 の 推 移


